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国
と
地
方
の
税
源
配
分
と
役
割
分
担

　

わ
が
国
は
中
央
集
権
体
制
の
国
で
あ
る

が
、
地
方
自
治
は
憲
法
で
保
障
さ
れ
て
お

り
、
国
と
地
方
は
対
等
と
位
置
付
け
ら
れ
、

別
々
に
財
政
運
営
を
行
っ
て
い
る
。
も
っ

と
も
、
自
治
体
ご
と
の
財
政
力
に
は
格
差

が
あ
る
の
が
現
実
で
あ
る
た
め
、
財
政
力

の
弱
い
自
治
体
を
国
が
財
政
運
営
を
通
じ

て
支
え
て
い
る
。
そ
の
た
め
に
中
核
的
な

機
能
を
果
た
し
て
い
る
の
が
「
地
方
交
付

税
制
度
」
で
あ
る
。

　

税
収
の
規
模
を
国
と
地
方
と
で
比
較
す

る
と
、
ほ
ぼ
6
対
4
と
な
る
（
図
表
1
）。

と
こ
ろ
が
、
国
と
地
方
が
実
際
に
担
う
役

割
の
た
め
の
歳
出
の
規
模
を
見
る
と
、
国

対
地
方
で
ほ
ぼ
4
対
6
と
逆
転
し
て
い
る
。

要
す
る
に
、
地
方
自
治
体
は
現
実
問
題
と

し
て
、
国
が
直
接
実
施
す
る
よ
り
も
多
く

の
役
割
を
担
っ
て
い
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、

現
行
制
度
上
、
そ
れ
に
応
じ
た
税
源
を
地

方
自
治
体
に
直
接
入
る
税
収
と
し
て
は
配

分
さ
れ
て
い
な
い
。
そ
の
不
足
分
を
埋
め

る
た
め
、
国
か
ら
、
歳
入
の
面
で
は
①
地

方
交
付
税
と
②
地
方
譲
与
税
（
国
が
徴
収

し
た
税
の
一
部
を
、
一
定
の
基
準
に
基
づ

き
地
方
自
治
体
に
移
転
す
る
税
）
に
よ
っ

て
、
ま
た
歳
出
の
面
で
は
③
国
庫
支
出
金

等
に
よ
っ
て
、
財
源
を
地
方
の
側
に
移
転

し
て
い
る
。

自
治
体
の
財
政
力
格
差
の
現
実

　

自
治
体
ご
と
の
実
際
の
財
政
力
に
は
大

き
な
格
差
が
あ
る
の
が
現
実
で
あ
る
。
図

表
2
は
、
各
都
道
府
県
民
1
人
当
た
り
の

地
方
税
収
の
金
額
を
見
た
も
の
で
、
全
国

平
均
を
1
0
0
と
す
る
と
、
東
京
都
民
は

1
人
当
た
り
で
実
に
1
6
4
・
3
も
の
地

方
税
収
を
得
て
お
り
、
最
小
の
長
崎
県
と

は
実
に
2
・
3
倍
も
の
格
差
が
あ
る
な
ど
、

実
態
は
〝
東
京
都
独
り
勝
ち
状
態
〟
と
い

っ
て
も
過
言
で
は
な
い
。
税
目
別
に
見
る

と
、
こ
の
格
差
が
最
も
大
き
い
の
は
法
人

関
係
2
税
（
法
人
事
業
税
、法
人
住
民
税
）

で
あ
る
一
方
、
地
方
消
費
税
の
格
差
は
相

対
的
に
最
も
小
さ
い
。

　

わ
が
国
に
お
い
て
は
、
そ
う
し
た
自
治

体
間
の
財
政
力
の
格
差
を
な
ら
す
上
で
、

地
方
交
付
税
制
度
が
中
核
的
な
役
割
を
果

た
し
て
い
る
。
地
方
交
付
税
と
は
、
①
財

人
口
減
少
時
代
に
お
け
る
地
方
財
政
改
革
の
選
択
肢

国
全
体
の〝
身
の
丈
〟相
応
に
い
か
に
公
平
に
移
行
す
る
か

日
本
総
合
研
究
所
主
席
研
究
員

河
村
小
百
合

解 説

　
わ
が
国
も
金
利
上
昇
局
面
に
入
り
、
国
全
体
と
し
て
、
財
政
運
営
の
枠
組
み
を
持
続
可
能
な
も
の
に
改
革
す
る
必
要
性

が
こ
れ
ま
で
に
な
く
高
ま
っ
て
い
る
。
そ
の
た
め
に
は
、
各
分
野
の
政
策
運
営
の
制
度
設
計
を
、
持
続
可
能
な
も
の
に
改

革
し
て
い
く
こ
と
が
欠
か
せ
な
い
。
地
方
財
政
分
野
も
そ
の
例
外
で
は
な
い
。
地
方
交
付
税
交
付
金
等
は
令
和
7
年
度

（
2
0
2
5
年
度
）
一
般
会
計
歳
出
の
う
ち
19
兆
円
を
占
め
、
国
債
費
を
別
に
す
れ
ば
、
社
会
保
障
関
係
費
（
38
兆
円
）

に
次
ぐ
〝
大
玉
〟
で
あ
る
。
地
方
財
政
運
営
の
現
状
は
ど
う
な
っ
て
い
る
の
か
。
人
口
減
少
傾
向
が
さ
ら
に
強
ま
る
中
、

持
続
可
能
な
も
の
に
改
革
し
て
い
く
上
で
、
ど
の
よ
う
な
選
択
肢
が
あ
る
の
か
を
考
え
た
い
。

か
わ
む
ら・さ
ゆ
り　
京
大
法
卒
、19

年
7
月
か
ら
現
職
。19
年
か
ら
財
政

制
度
等
審
議
会
財
政
制
度
分
科
会
委

員
を
務
め
る
。「
日
本
銀
行 

我
が
国

に
迫
る
危
機
」で
第
45
回
石
橋
湛
山

賞
。近
著（
共
著
）に「
持
続
不
可
能
な

財
政　

再
建
の
た
め
の
選
択
肢
」（
い

ず
れ
も
講
談
社
現
代
新
書
）。
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政
力
が
弱
い
自
治
体
の
み
を
対
象
に
②
使4

途
を
特
定
せ
ず
に

4

4

4

4

4

4

4

国
か
ら
財
源
を
移
転
す

る
も
の
─
で
、
国
民
が
ど
の
自
治
体
に
居

住
し
て
い
て
も
、
国
と
し
て
必
要
と
考
え

る
最
低
限
の
行
政
サ
ー
ビ
ス
が
平
等
に
受

け
ら
れ
る
よ
う
、
国
の
基
幹
税
収
の
一
定

部
分
を
原
資
に
、
財
政
力
の
弱
い
自
治
体

に
足
り
な
い
分
の
資
金
を
国
か
ら
交
付
す

る
、
と
い
う
も
の
で
あ
る
。
具
体
的
に
は
、

所
得
税
と
法
人
税
は
そ
れ
ぞ
れ
33
・
1
％
、

消
費
税
は
19
・
5
％
、
酒
税
は
50
％
が
地

方
交
付
税
に
振
り
向
け
ら
れ
る
こ
と
に
な

っ
て
い
る
。
そ
の
対
象
は
、
自
前
の
地
方

税
収
等
が
一
定
の
基
準
に
満
た
な
い
す
べ

て
の
自
治
体
で
あ
り
、
各
道
府
県
に
も
、

ま
た
そ
の
傘
下
に
あ
る
市
町
村
に
も
、
そ

【歳入】
国税
62.9%

（71.9兆円）

租税総額 114.3兆円

歳出総額 219.9兆円

国歳出：地方歳出

44：56

国税：地方税

63：37

45：55

国から地方に対する支出（補助金等） 54.5兆円

地方交付税法定率分および地方譲与税 18.2％

44.7%
（51.1兆円）

地方税
37.1%

（42.4兆円）

55.3%
（63.2兆円）

国の歳出（純計ベース）
44.3%

（97.3兆円）

地方の歳出（純計ベース）
55.7%

（122.6兆円）

地方国

【歳出】

〈図表1〉国と地方の税財源配分と歳出割合（2021年度決算ベース）

（原資料）総務省「地方財政の状況（令和5年3月）」等。
（出所）関口祐司（編著）「図説　日本の財政（令和5年度版）」財経詳報社、2023年11月15日、図表Ⅱ.13.1を

基に日本総合研究所作成。
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〈図表2〉人口1人当たり税収額の比較（全国平均＝100とした場合の指数値、2022年度）

（注）黒表示は最大値、斜線表示は最小値の都道府県。
（出所）総務省『地方財政の状況』令和6年3月、第22図を基に日本総合研究所作成。
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れ
ぞ
れ
別
々
に
交
付
さ
れ
て
い
る
。

交
付
税
額
の
配
分
決
定
の
実
際

　

地
方
交
付
税
制
度
は
実
際
に
は
、
単
純

化
す
れ
ば
、
国
の
毎
年
度
の
予
算
編
成
の

流
れ
の
中
で
、
ま
ず
総
務
省
が
国
全
体
と

し
て
必
要
な
地
方
交
付
税
の
総
額
を
見
積

も
っ
た
上
で
、
各
自
治
体
へ
の
個
別
の
交

付
税
額
が
決
定
さ
れ
て
い
る
。
順
を
追
っ

て
見
て
み
よ
う
。

　

ま
ず
、
総
務
省
は
毎
年
末
の
翌
年
度
当

初
予
算
政
府
案
の
閣
議
決
定
に
合
わ
せ
て
、

全
国
ベ
ー
ス
で
の
「
地
方
財
政
計
画
」
を

策
定
す
る
。
こ
れ
は
、
地
方
財
政
を
全
体

と
し
て
捉
え
て
歳
入
・
歳
出
を
見
込
ん
だ

も
の
で
、
式
で
表
せ
ば
次
の
よ
う
に
な
る
。

　
（
歳
出
）
―
（
国
庫
支
出
金
＋
地
方
税
・

　
　
　

地
方
譲
与
税
＋
地
方
債
）

　
　

＝
国
全
体
と
し
て
の

　
　
　

地
方
財
政
の
不
足
額

　
　
　

←
地
方
交
付
税
で
穴
埋
め

　

各
自
治
体
へ
の
地
方
交
付
税
の
配
分
額

は
、
こ
の
後
、
順
次
決
め
ら
れ
て
い
く
こ

と
に
な
る
。
具
体
的
に
は
、
総
務
省
が
各

自
治
体
の
基
礎
的
な
条
件
（
人
口
、
面
積
、

気
候
等
）
を
勘
案
し
、
当
該
年
度
の
財
政

運
営
に
必
要
な
金
額
（「
基
準
財
政
需
要

額
」
と
呼
ば
れ
る
）
を
算
出
す
る
。
そ
し

て
、
当
該
自
治
体
が
、
国
全
体
と
し
て
標

準
的
な
地
方
税
の
課
税
を
実
施
し
た
際
に

得
ら
れ
る
は
ず
の
地
方
税
収
入
の
額
を

「
基
準
財
政
収
入
額
」
と
し
て
算
出
す
る
。

　

こ
の
よ
う
に
し
て
算
出
さ
れ
た
「
基
準

財
政
需
要
額
」
を
「
基
準
財
政
収
入
額
」

が
上
回
っ
て
い
れ
ば
、
そ
の
自
治
体
の
財

政
運
営
を
国
が
支
援
す
る
必
要
は
な
い
こ

と
に
な
る
が
、
実
際
に
は
、
多
く
の
自
治

体
で
「
基
準
財
政
収
入
額
」
は
「
基
準
財

政
需
要
額
」
に
足
り
て
い
な
い
。
そ
こ
で
、

そ
の
不
足
分
を
穴
埋
め
す
べ
く
、
国
か
ら

地
方
交
付
税
が
交
付
さ
れ
て
い
る
。
式
で

表
せ
ば
、
次
の
よ
う
に
な
る
。

　
「
基
準
財
政
需
要
額
」

　
　

―
「
基
準
財
政
収
入
額
」

　
　

＝
当
該
自
治
体
の
財
源
不
足
額

　
　

＝
国
か
ら
交
付
す
る「
地
方
交
付
税
」

　　

国
全
体
と
し
て
必
要
な
地
方
交
付
税
の

額
を
先
に
総
務
省
が
決
め
て
し
ま
っ
て
い

る
以
上
、
実
際
に
各
自
治
体
に
配
る
必
要

が
あ
る
地
方
交
付
税
を
足
し
上
げ
た
額
が

そ
の
中
に
う
ま
く
収
ま
る
保
証
は
な
い
が
、

実
態
は
、
ご
く
大
ざ
っ
ぱ
に
言
え
ば
、
総

務
省
が
う
ま
く
収
ま
る
よ
う
各
自
治
体
の

地
方
交
付
税
の
金
額
を
微
調
整
し
て
い
る

も
よ
う
で
あ
る
。「
基
準
財
政
需
要
額
」は
、

人
口
や
面
積
と
い
う「
測
定
単
位
」に
、「
単

位
費
用
」（
測
定
単
位
1
当
た
り
の
費
用
）

と
「
補
正
係
数
」（
段
階
補
正
、
寒
冷
補

正
な
ど
）
を
掛
け
合
わ
せ
て
算
出
さ
れ
て

い
る
が
、こ
れ
ら
の〝
単
位
〟、〝
費
用
〟、〝
係

数
〟
は
極
め
て
細
か
く
決
め
ら
れ
て
お
り
、

一
般
に
は
極
め
て
分
か
り
に
く
い
の
が
実

態
だ
。
実
際
に
は
総
務
省
が
、
こ
れ
ら
の

〝
係
数
〟
類
を
調
整
し
た
り
し
て
、
各
地

方
自
治
体
分
を
足
し
上
げ
た
合
計
額
が
、

国
全
体
と
し
て
の
地
方
交
付
税
総
額
に
収

ま
る
よ
う
に
調
整
し
て
い
る
も
よ
う
で
あ

る
。
そ
う
で
あ
れ
ば
、
各
自
治
体
に
配
ら

れ
る
地
方
交
付
税
の
金
額
の
配
分
が
、
本

当
に
〝
公
平
〟
と
言
え
る
の
か
ど
う
か
も
、

実
の
と
こ
ろ
は
定
か
で
は
な
い
。

税
源
不
足
の
下
で
の
交
付
税
制
度
運
営

　

今
か
ら
約
20
年
前
の
小
泉
純
一
郎
政
権

時
代
に
は
、
地
方
財
政
は
社
会
保
障
と
並

ぶ
、
財
政
運
営
上
の
〝
大
玉
〟
で
あ
り
、

自
治
体
の
自
立
を
促
そ
う
と
〝
三
位
一
体

の
改
革
〟（
①
国
庫
支
出
金
改
革
②
国
か

ら
地
方
へ
の
税
源
移
譲
③
交
付
税
改
革
）

と
呼
ば
れ
る
地
方
財
政
改
革
が
実
施
さ
れ

た
。
人
口
と
面
積
を
基
に
シ
ン
プ
ル
な
ル

ー
ル
で
交
付
税
を
配
分
す
る
「
新
型
交
付

税
」
制
度
が
ご
く
一
部
に
導
入
さ
れ
る
な

ど
、
一
定
の
改
革
は
で
き
た
も
の
の
、
そ

の
後
は
、
交
付
税
減
額
に
よ
る
自
治
体
側

の
不
満
の
蓄
積
な
ど
か
ら
、
地
方
財
政
制

度
改
革
に
関
す
る
議
論
は
〝
沙
汰
や
み
〟

状
態
に
あ
る
。

　

こ
れ
ま
で
の
地
方
交
付
税
制
度
運
営
の

実
態
を
見
る
と
、
国
の
基
幹
税
収
に
一
定

の
法
定
率
を
乗
じ
る
形
で
算
出
さ
れ
る
地

方
交
付
税
の
原
財
源
の
総
額
は
、
地
方
財

政
計
画
上
の
金
額
（
地
方
全
体
と
し
て
の

収
支
不
足
幅
）
に
は
足
り
な
い
こ
と
が
常

態
化
し
て
久
し
い
。
こ
れ
は
要
す
る
に
、

国
と
し
て
地
方
財
政
計
画
を
立
て
て
も
、

そ
れ
に
必
要
な
国
税
の
歳
入
は
揚
が
ら
な

く
な
っ
た
、
と
い
う
こ
と
を
意
味
す
る
。

に
も
か
か
わ
ら
ず
、
地
方
財
政
計
画
全
体

や
地
方
交
付
税
制
度
全
体
の
規
模
を
抑
え

て
い
く
と
か
、
ス
リ
ム
化
す
る
努
力
は
、

〝
三
位
一
体
の
改
革
〟
以
降
は
、
全
く
行

わ
れ
て
い
な
い
。

　

こ
う
し
た
状
況
下
、
近
年
で
は
地
方
交

付
税
制
度
は
、
次
の
二
つ
の
ル
ー
ル
に
基

づ
き
運
営
さ
れ
て
い
る
。

　

一
つ
目
は
、「
財
源
不
足
に
関
す
る
国
・

地
方
の
折
半
ル
ー
ル
」
で
、
地
方
交
付
税

の
法
定
率
分
等
で
は
不
足
す
る
地
方
交
付

税
の
財
源
を
、
特
例
加
算 

（
国
）
と
臨
時

財
政
対
策
債 

（
地
方
）
に
よ
り
折
半
で
負

担
す
る
、
要
す
る
に
国
と
地
方
で
半
々
で
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借
金
し
て
穴
埋
め
し
、
そ
の
ツ
ケ
は
後
の

世
代
に
回
し
て
し
ま
う
と
い
う
も
の
で
あ

る
。
元
手
と
な
る
国
の
税
収
の
裏
付
け
の

な
い
分
ま
で
、
新
た
な
借
金
を
し
て
埋
め

合
わ
せ
て
地
方
交
付
税
を
配
る
状
態
を
続

け
て
き
た
わ
け
で
、
地
方
交
付
税
制
度
は

す
で
に
事
実
上
破
綻
し
て
い
る
、
仕
組
み

と
し
て
行
き
詰
ま
っ
て
い
る
、
と
言
っ
て

も
過
言
で
は
な
か
ろ
う
。

　

た
だ
、
近
年
は
税
収
が
好
調
で
、

2
0
2
2
年
度
以
降
は
新
た
な
財
源
不
足

は
発
生
し
な
く
な
っ
て
い
る
。
し
か
し
、

そ
れ
以
前
に
発
生
し
た
財
源
不
足
の
穴
埋

め
の
た
め
の
借
金
の
残
高
は
、
本
ル
ー
ル

が
導
入
さ
れ
る
ま
で
の
間
、
財
源
不
足
の

穴
埋
め
の
た
め

に
用
い
ら
れ
て

い
た
交
付
税
特

会
（
交
付
税
及

び
譲
与
税
配
布

金
特
別
会
計
）

の
借
入
金
の
残

高
を
含
め
て
、

な
お
相
当
に
大

き
い
。
図
表
3

は
地
方
の
債
務

残
高
の
推
移
を

見
た
も
の
で
あ

る
。
地
方
交
付

税
制
度
で
支
え

ら
れ
て
い
る
以

上
、
各
自
治
体

が
負
う
借
金
で

あ
る
地
方
債
は

本
来
、
建
設
地

方
債
に
限
ら
れ

る
制
度
設
計
の

は
ず
が
、
現
実

で
は
、〝
事
実

上
の
赤
字
地
方
債
〟
と
も
い
え
る
交
付
税

特
会
の
借
入
金
と
臨
時
財
政
対
策
債
の
残

高
が
大
き
く
膨
ら
み
、
24
年
度
時
点
で
も

な
お
74
兆
円
が
残
っ
て
い
る
。

　

二
つ
目
の
ル
ー
ル
は
、「
一
般
財
源
総

額
実
質
前
年
同
水
準
ル
ー
ル
」
で
、
地
方

の
一
般
財
源
総
額
に
つ
い
て
は
、
消
費
税

率
の
引
き
上
げ
に
伴
う
社
会
保
障
の
充
実

や
偏
在
是
正
効
果
に
相
当
す
る
分
等
を
除

き
、
実
質
的
に
前
年
と
同
水
準
を
維
持
す

る
と
す
る
も
の
で
あ
る
（
図
表
4
）。
11

年
度
以
降
、〝
地
方
財
政
の
健
全
化
の
た

め
の
規
律
〟
と
い
う
う
た
い
文
句
で
本
ル

ー
ル
が
堅
持
さ
れ
て
い
る
も
の
の
、
こ
れ

は
要
す
る
に
、
地
方
全
体
と
し
て
必
要
と

さ
れ
る
一
般
財
源
総
額
が
一
方
向
で
増
え

て
し
ま
う
こ
と
の
な
い
よ
う
、〝
実
質
横

ば
い
〟
で
抑
え
よ
う
と
す
る
も
の
に
す
ぎ

な
い
。
従
前
の
算
定
ル
ー
ル
の
下
で
は
人

口
が
減
っ
て
い
る
分
は
減
額
に
な
っ
て
し

か
る
べ
き
地
方
交
付
税
の
総
額
を
、〝
地

域
創
生
〟
の
名
目
で
さ
ま
ざ
ま
な
交
付
金

（「
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
交
付
金
」等
）

を
追
加
す
る
な
ど
し
て
、
金
額
を
維
持
で

き
る
よ
う
に
し
た
の
が
、
こ
の
実
質
前
年

同
水
準
ル
ー
ル
だ
と
み
る
こ
と
も
可
能
で

あ
る
。
こ
の
ル
ー
ル
は
、〝
健
全
化
の
た

め
の
規
律
〟
ど
こ
ろ
か
、
実
態
は
逆
で
、

地
方
へ
の
交
付
税
積
み
増
し
を
可
能
に
す

250

200

150

100

50

0

（兆円）

建設地方債等 臨時財政対策債 交付税特会借入金

（年度）
2001 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

28.5

188

30.7 31.8
32.8

202

33.6 33.6 33.6 33.6 33.6 33.6 33.5 33.4 33.3

201

33.1 32.8 32.4 32.0 31.6 31.2 31.0 30.1 29.6 28.6 28.1

179

1.2

158.0
158.5

157.3
155.8

152.1
148.6

145.2
141.9

139.7
134.8

130.8
127.0

123.1
118.9

115.6
113.0

110.5
108.0

107.1
107.7

106.7
105.2

105.7
105.0

3.8 9.1 12.9 15.7 17.9 19.7 21.6 25.4 31.4 36.1 40.6 45.0 48.5 50.7 51.9 53.1 54.0 54.0 53.6 54.1 51.9 49.0 45.8

70

65

60

55

50

45

40

35

30

水準超経費

臨時財政対策債

交付税等

地方税等

消費税率引上げ

地方法人税創設（偏在是正）

消費税率引上げ
（8％→10％）

特別法人事業税創設（偏在是正）

一般財源
（水準超経費除き）

（兆円）

（年度）
2011

58.8

0.7 0.6
59.5

17.8

35.6

59.6 59.8 60.4 61.5
61.7 62.1 62.1 62.7

63.4 63.1 63.9
65.1 65.7

0.8 0.9 1.4 1.5 1.8 1.8 2.0 1.7 1.2 1.9 2.9 3.0
0.5

19.8

45.5

59.0 59.0 59.4 60.2 60.2 60.3 60.3 60.7 61.8 62.2 62.0 62.2 62.7

12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

•消費税率の
引上げに伴
う社会保障
の充実
•税源の偏在
是正効果を
用いた地域
社 会 再 生
事業費等

〈図表3〉地方の債務残高の推移

（原資料注）2022年度までは決算ベース、23年度、24年度は地方財政計画等に基づく見込み。
（原資料）総務省「地方財政計画」等。
（出所）財務省財政制度等審議会財政制度分科会資料「地方財政」2024年10月22日p8を基に日本総合研究所作成

〈図表4〉地方一般財源総額の推移

（出所）総務省「地方財政の見通し・予算編成上の留意事項」各年度版等を参考に日本総合研究所作成
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る
政
治
的
配
慮
の
道
具
と
化
し
て
い
た
と

言
っ
て
も
過
言
で
は
な
か
ろ
う
。
そ
し
て

実
際
、
各
自
治
体
の
財
政
運
営
が
そ
れ
ほ

ど
苦
し
か
っ
た
の
か
と
い
え
ば
、
そ
う
で

も
な
い
。
各
自
治
体
の
基
金
は
コ
ロ
ナ
危

機
で
多
少
取
り
崩
さ
れ
る
局
面
も
あ
っ
た

も
の
の
、
そ
の
後
は
、
国
か
ら
交
付
さ
れ

た
地
方
創
生
臨
時
交
付
金
が
使
い
切
れ
な

か
っ
た
こ
と
な
ど
も
あ
っ
て
積
み
上
が
り

続
け
て
い
る
。

選
択
肢
①
基
準
財
政
需
要
額
配
分
の
改
革

　

こ
れ
ま
で
の
地
方
交
付
税
制
度
は
、
各

自
治
体
が
抱
え
る
事
情
に
で
き
る
限
り
国

が
き
め
細
や
か
に
寄
り
添
い
、
手
厚
く
配

慮
し
よ
う
と
運
営
さ
れ
て
き
た
も
の
で
あ

っ
た
と
言
え
よ
う
。
黙
っ
て
い
て
も
人
口

は
増
え
、
税
収
も
伸
び
て
い
た
高
度
成
長

期
の
よ
う
な
時
代
は
そ
れ
で
よ
か
っ
た
の

か
も
し
れ
な
い
。

　

し
か
し
な
が
ら
、
わ
が
国
が
置
か
れ
た

状
況
は
大
き
く
変
わ
っ
た
。
人
口
減
少
傾

向
は
一
段
と
加
速
し
て
い
る
。
さ
ら
に
前

掲
図
表
3
で
見
た
〝
事
実
上
の
赤
字
地
方

債
〟
を
国
全
体
と
し
て
抱
え
続
け
る
こ
と

の
コ
ス
ト
は
、
こ
れ
ま
で
の
超
低
金
利
時

代
に
は
あ
ま
り
意
識
せ
ず
に
済
み
、
改
革

を
先
送
り
で
き
た
か
も
し
れ
な
い
が
、
金

利
上
昇
局
面
に
入
っ
た
今
後
は
異
な
る
。

地
方
交
付
税
制
度
の
効
率
化
・
ス
リ
ム
化

は
、
国
全
体
の
財
政
運
営
を
安
定
的
に
継

続
で
き
る
よ
う
に
す
る
上
で
避
け
て
は
通

れ
な
い
課
題
で
あ
る
。
そ
の
た
め
に
は
、

国
民
み
な
が
公
平
だ
と
納
得
で
き
る
一
定

の
ル
ー
ル
の
下
で
、
地
方
交
付
税
の
配
分

額
を
決
め
直
す
こ
と
に
し
て
、
全
体
と
し

て
減
額
し
て
い
く
よ
り
ほ
か
に
な
い
の
で

は
な
い
か
。

　

図
表
5
は
現
行
の
都
道
府
県
別
に
見
た

地
方
交
付
税
の
内
訳
別
交
付
実
績
で
あ
る
。

な
お
、
地
方
交
付
税
は
各
都
道
府
県
、
各

市
町
村
そ
れ
ぞ
れ
に
交
付
さ
れ
て
い
る
も

の
な
が
ら
、
以
下
で
は
、
今
後
、
ど
の
よ

う
な
配
り
方
を
す
る
の
が
47
都
道
府
県
民

に
と
っ
て
公
平
と
言
え
る
の
か
を
考
え
や

す
く
す
る
た
め
に
、
傘
下
の
市
町
村
分
を

含
む
各
都
道
府
県
の
合
計
値
と
し
て
示
す
。

　

地
方
交
付
税
を
、〝
人
口
〟
に
ウ
エ
ー

ト
を
置
い
て
配
分
す
れ
ば
、
社
会
福
祉
や

教
育
と
い
っ
た
都
市
部
の
行
財
政
需
要
に

手
厚
く
対
応
す
る
こ
と
に
な
り
、〝
面
積
〟

に
ウ
エ
ー
ト
を
置
い
て
配
分
す
れ
ば
、
道

路
や
橋
と
い
っ
た
社
会
資
本
の
整
備
等
の

地
方
の
行
財
政
需
要
に
手
厚
く
対
応
す
る

こ
と
に
な
る
。

　

地
方
交
付
税
と
は
先
述
の
よ
う
に
、「
基

準
財
政
需
要
額
」
と
「
基
準
財
政
収
入
額
」

の
差
額
と
し
て
算
出
さ
れ
る
。
そ
こ
で
以

下
で
は
、
こ
の
差
額
と
し

て
各
自
治
体
に
配
ら
れ
て

い
る
地
方
交
付
税
の
金
額

で
は
な
く
、
ま
ず
「
基
準

財
政
需
要
額
」
の
方
を
対

象
に
、
現
状
で
は
何
を
重

視
し
て
配
分
さ
れ
て
い
る

の
か
を
分
析
し
た
。
具
体

的
に
は
、
基
準
財
政
需
要

額
の
全
国
ベ
ー
ス
で
の
合

計
額
は
不
変
と
し
た
上
で
、

人
口
、
面
積
に
つ
い
て
①

人
口
1
0
0
％
②
面
積

1
0
0
％
─
で
各
都
道
府

県
別
に
配
分
し
直
し
て
み

た
結
果
と
現
行
の
配
分
を

比
較
し
た
も
の
が
、
図
表

6
―
①
、
お
よ
び
図
表
6

―
②
で
あ
る
。
例
え
ば
、

東
京
都
は
、
人
口
1
0
0

％
で
配
分
し
て
も
ら
え
れ

ば
、
現
行
よ
り
も
も
っ
と

多
く
の
基
準
財
政
需
要
額

を
配
分
し
て
も
ら
え
る
こ

と
に
な
る
が
、
実
際
に
は

そ
れ
よ
り
も
少
な
い
。
北

海
道
の
場
合
は
、
面
積

1
0
0
％
で
配
分
し
て
も

ら
え
れ
ば
、
現
行
の
3
倍
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〈図表5〉都道府県別地方交付税の内訳別交付実績（2022〈令和4〉年度）

（注）地方交付税額は、各都道府県分に、当該都道府県下の市町村分を加えた計数。
（出所）総務省「令和4年度地方財政統計年報」のデータを基に日本総合研究所作成
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以
上
の
基
準
財
政
需
要
額
を
配
分
し
て
も

ら
え
る
こ
と
に
な
る
が
、
実
際
に
は
そ
れ

よ
り
も
ず
っ
と
少
な
い
こ
と
が
分
か
る
。

こ
の
人
口
と
面
積
の
比
率
を
変
え
て
試
算

し
て
み
る
と
、
現
行
の
地
方
交
付
税
制
度

上
で
は
ど
う
も
、
人
口
対
面
積
が
ほ
ぼ
2

対
1
と
な
る
、「
人
口
67
％
・
面
積
33
％
」

で
の
配
分
結
果
に
近
い
形
で
「
基
準
財
政

需
要
額
」
が
算
定
さ
れ
、
運
営
さ
れ
て
い

る
と
推
定
さ
れ
る
（
図
表
6
―
③
）。

　

地
方
交
付
税
は
本
来
、
人
口
減
少
に
応

じ
て
減
ら
し
て
い
か
ね
ば
な
ら
な
い
は
ず

の
も
の
で
あ
る
。
国
全
体
と
し
て
抱
え
る

厳
し
い
財
政
制
約
を
鑑
み
、「
基
準
財
政

需
要
額
」
を
、
現
行
の
制
度
運
営
に
最
も

近
そ
う
な
ル
ー
ル
（
人
口
対
面
積
が
ほ
ぼ

2
対
1
）
の
下
で
減
ら
し
て
い
く
の
が
良

い
か
、
そ
れ
と
も
、
別
の
ル
ー
ル
（
例
え

ば
人
口
と
面
積
が
半
々
）
が
公
平
と
言
え

る
の
か
を
、
国
全
体
と
し
て
議
論
を
尽
く

し
、
よ
く
考
え
る
必
要
が
あ
る
。

選
択
肢
②
地
方
税
制
度
の
改
革

　

国
か
ら
地
方
交
付
税
の
支
出
を
減
ら
す

上
で
は
、
も
う
一
つ
の
選
択
肢
が
あ
る
。

地
方
交
付
税
を
算
出
す
る
際
の
も
う
一
つ

の
基
で
あ
る
「
基
準
財
政
収
入
額
」、
す

な
わ
ち
各
自
治
体
の
直
接
の
財
源
と
な
る

地
方
税
制
度
の
改
革
で
あ
る
。
わ
が
国
に

は
、
自
ら
の
「
基
準
財
政
需
要
額
」
を
大

幅
に
上
回
る
地
方
税
収
を
手
に
し
て
、
他

の
自
治
体
で
は
お
金
が
な
く
て
と
て
も
手
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〈図表6〉都道府県別基準財政需要額の配分方法変更試算結果

（注）基準財政需要額は、各都道府県分に、当該都道府県下の市町村分を加えた計数。
（出所）総務省『令和4年度地方財政統計年報』のデータを基に日本総合研究所作成
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を
出
せ
な
い
よ

う
な
政
策
に
、

地
方
交
付
税
制

度
の
外
で
、
い

わ
ば
〝
好
き
放

題
〟
に
使
っ
て

い
る
自
治
体
が

存
在
す
る
。
東

京
都
で
あ
る
。

そ
の
例
は
、
か

つ
て
の
子
ど
も

の
医
療
費
無
償

化
に
始
ま
り
、

不
妊
治
療
、
そ

し
て
無
痛
分ぶ

ん

娩べ
ん

の
助
成
、
都
庁

舎
の
豪
華
な
プ

ロ
ジ
ェ
ク
シ
ョ

ン
マ
ッ
ピ
ン
グ
、

そ
し
て
今
夏
の

水
道
料
金
無
償

化
と
い
っ
た
具

合
で
、
そ
の
中

に
は
、
他
の
自

治
体
が
、
財
源

も
な
い
の
に
無

理
を
重
ね
て
追

随
せ
ざ
る
を
得

な
く
な
っ
た
も

の
も
あ
る
。

　

そ
こ
で
、
自
治
体
間
で
の
偏
在
の
度
合

い
が
も
っ
と
大
き
い
法
人
事
業
税
（
前
掲

図
表
2
）
を
、
極
め
て
粗
い
方
法
な
が
ら
、

す
べ
て
国
税
に
振
り
替
え
て
地
方
交
付
税

の
財
源
に
1
0
0
％
回
す
こ
と
に
し
た
場

合
、
各
都
道
府
県
の
交
付
税
額
（「
ネ
ッ

ト
財
源
不
足
額
」
＝
「
基
準
財
政
需
要
額
」

と
「
基
準
財
政
収
入
額
」
の
差
）
は
ど
の

よ
う
に
な
る
の
か
を
見
た
も
の
が
図
表
7

で
あ
る
。
ど
の
都
道
府
県
も
、
現
行
の
地

方
税
収
入
か
ら
法
人
事
業
税
分
が
な
く
な

る
ゆ
え
、
ネ
ッ
ト
財
源
不
足
額
は
膨
ら
む

が
、
そ
の
差
（
図
表
7
の
折
れ
線
）
が
最

も
大
き
く
な
る
の
は
、
東
京
都
で
あ
る
。

東
京
都
は
、
現
行
制
度
上
で
は
大
幅
な
ネ

ッ
ト
財
源
余
剰
だ
っ
た
も
の
が
、
一
転
し

て
大
幅
な
ネ
ッ
ト
財
源
不
足
に
転
落
す
る
。

こ
れ
は
、
東
京
都
も
他
の
道
府
県
と
同
様
、

国
か
ら
交
付
税
を
受
け
る
「
交
付
団
体
」

と
な
る
こ
と
を
意
味
す
る
。
そ
う
な
れ
ば
、

東
京
都
は
、
現
在
や
っ
て
い
る
よ
う
な
、

他
の
道
府
県
に
は
と
て
も
ま
ね
で
き
な
い

よ
う
な
大
盤
振
る
舞
い
は
で
き
な
く
な
る

だ
ろ
う
。
半
面
、
法
人
事
業
税
を
納
め
る

企
業
側
に
と
っ
て
も
何
ら
増
税
さ
れ
る
わ

け
で
も
な
く
、
必
要
な
交
付
税
の
財
源
は
、

改
革
前
と
実
質
的
な
同
額
を
何
ら
問
題
な

く
確
保
で
き
る
。
仮
に
今
後
、
先
述
の
よ

う
に
一
定
の
ル
ー
ル
の
下
で
基
準
財
政
需

要
額
の
配
分
の
在
り
方
を
見
直
し
、
地
方

交
付
税
の
減
額
を
進
め
て
い
く
場
合
、
そ
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（単位：億円）

↑
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ッ
ト
財
源
不
足
幅

ネ
ッ
ト
財
源
超
過
幅
↓

【R4実績】ネット財源不足額（右軸）

【法人事業税控除後】ネット財源不足額（右軸）

財源不足幅の変化（左軸）

〈図表7〉法人事業税を地方税収から控除した場合の都道府県別ネット財源不足額（＝地方交付税額）の試算結果

（注）ネット財源不足額は、各都道府県分に、当該都道府県下の市町村分を加えた計数で、財源不足団体の財源不足額から、財源超過団体
の財源超過額を差し引いたネットの計数。

（出所）総務省「令和4年度地方財政統計年報」のデータを基に日本総合研究所作成

【一般会計】

地方公共団体等向け補助金等総額

（目）名所管

（億円、％）

2025年度当初政府案

予算金額

構成比

厚生労働省

厚生労働省

厚生労働省

文部科学省

厚生労働省

厚生労働省

厚生労働省

厚生労働省

国土交通省等

厚生労働省

厚生労働省

厚生労働省

国土交通省等

内閣府

文部科学省

厚生労働省

国土交通省等

厚生労働省

内閣府

内閣府

45,542

25,047

16,531

16,210

15,960

14,734

13,976

13,398

8,470

6,619

5,569

5,020

4,874

4,871
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2,387
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248,281
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6.7
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6.4
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5.4

3.4

2.7

2.2

2.0

2.0

2.0

1.6

1.1

1.0

0.7

0.6

0.6

100.0

後期高齢者医療給付費等負担金

介護給付費等負担金

障害者自立支援給付費負担金

義務教育費国庫負担金

国民健康保険療養給付費等負担金

後期高齢者医療財政調整交付金

医療扶助費等負担金

生活扶助費等負担金

防災・安全交付金

介護給付費財政調整交付金

国民健康保険財政調整交付金

国民健康保険後期高齢者医療費支援金負担金

社会資本整備総合交付金

障害児入所給付費等負担金

高等学校等就学支援金交付金

障害者医療費負担金

道路更新防災等対策事業費補助

国民健康保険介護納付金負担金

児童保護費負担金

児童扶養手当給付費負担金

〈図表8〉地方自治体向けの国庫支出金の主なもの
（2025年度当初予算政府案ベース）

（原資料）財務省「参議院予算委員会提出資料」
（出所）参議院予算委員会調査室「令和7年度 財政関係資料

集」、2025年2月



11 2025.6.30［月］　金融財政ビジネス　第3種郵便物認可

の
負
担
は
東
京
都
も
担
わ
な
け
れ
ば
な
ら

ず
、
そ
の
分
だ
け
、
他
の
46
道
府
県
の
負

担
が
軽
減
さ
れ
、
公
平
な
形
で
地
方
財
政

の
再
建
を
進
め
る
こ
と
が
可
能
と
な
ろ
う
。

選
択
肢
③
国
庫
支
出
金
の
改
革

　

国
か
ら
地
方
へ
の
支
出
に
は
、
国
庫
支

出
金
も
あ
る
。
国
庫
支
出
金
と
は
、
①
受

け
取
る
自
治
体
側
の
財
政
力
に
関
係
な
く
、

②
国
か
ら
特
定
の
政
策
目
的
の
た
め
に
、

言
い
換
え
れ
ば
使
途
を
特
定
し
て

4

4

4

4

4

4

4

財
源
を

移
転
す
る
も
の
で
、
国
の
一
般
会
計
か
ら

支
出
さ
れ
る
も
の
で
あ
れ
ば
、
具
体
的
に

は
図
表
8
の
よ
う
な
も
の
が
あ
る
。
そ
の

趣
旨
は
い
ず
れ
も
、
住
民
が
全
国
の
ど
こ

の
自
治
体
に
居
住
し
て
い
よ
う
と
も
、
同

じ
水
準
の
社
会
保
障
サ
ー
ビ
ス
が
受
け
ら

れ
、
同
じ
水
準
の
社
会
資
本
の
便
益
が
得

ら
れ
る
よ
う
に
す
る
た
め
、
な
い
し
は
、

ど
こ
の
自
治
体
で
育
て
ら
れ
て
い
る
子
ど

も
で
も
教
育
の
機
会
均
等
が
保
障
さ
れ
る

よ
う
に
す
る
た
め
、
国
が
必
要
経
費
の
一

定
部
分
を
負
担
し
、
自
治
体
に
渡
し
て
い

る
も
の
で
あ
る
。
た
だ
し
、
こ
の
部
分
に

も
手
を
付
け
る
と
な
れ
ば
、
そ
れ
は
、
各

自
治
体
が
提
供
し
て
い
る
社
会
保
障
サ
ー

ビ
ス
や
義
務
教
育
の
事
業
規
模
を
、
厳
し

い
人
口
減
少
傾
向
の
下
で
今
後
ど
う
す
る

か
、
そ
の
た
め
に
必
要
な
財
源
を
い
か
に

確
保
す
る
か
を
再
検
討
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
こ
と
を
意
味
す
る
。

選
択
肢
④〝
課
税
逃
れ
〟の
ふ
る
さ
と
納
税

　

そ
し
て
、
こ
の
ほ
か
、
い
わ
ば
〝
虎
の

子
〟
の
貴
重
な
地
方
税
収
を
逸
失
さ
せ
る

結
果
に
つ
な
が
っ
て
い
る
制
度
が
あ
る
こ

と
を
決
し
て
看
過
し
て
は
な
ら
な
い
。「
ふ

る
さ
と
納
税
」
で
あ
る
。

　

ふ
る
さ
と
納
税
は
、
他
の
地
方
自
治
体

に
居
住
す
る
住
民
が
、
本
来
で
あ
れ
ば
さ

ま
ざ
ま
な
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
受
け
る
対
価

と
し
て
自
分
が
居
住
す
る
自
治
体
に
納
め

る
べ
き
住
民
税
の
一
定
部
分
を
、
他
の
地

方
公
共
団
体
が
高
級
食
材
等
の
返
礼
品
を

〝
出だ

汁し

〟
に
し
て
、
事
実
上
、
横
取
り
し

て
い
る
こ
と
を
意
味
す
る
。

　

ふ
る
さ
と
納
税
と
い
っ
て
も
自
腹
を
切

る
の
は
わ
ず
か
2
千
円
に
す
ぎ
な
い
。
ま

さ
に
〝
国
が
認
め
た
課
税
逃
れ
〟
と
い
え

よ
う
。
こ
の
ふ
る
さ
と
納
税
に
よ
っ
て
生

じ
た
住
民
税
控
除
額
と
控
除
適
用
者
数
は

増
加
の
一
途
を
た
ど
っ
て
い
る（
図
表
9
）。

歪わ
い

曲き
ょ
く
さ
れ
た
こ
う
し
た
制
度
を
正
せ
ば
、

あ
っ
と
い
う
間
に
7
0
0
0
億
円
も
の
金

額
を
、〝
国
が
旗
を
振
っ
て
集
客
し
て
い

る
カ
タ
ロ
グ
・
シ
ョ
ッ
ピ
ン
グ
〟
に
使
っ

て
し
ま
わ
ず
、
本
来
の
地
方
財
政
運
営
に

充
て
る
財
源
と
し
て
復
元
さ
せ
ら
れ
る
の

で
あ
る
。

究
極
の
選
択
肢
は〝
連
邦
制
〟〝
道
州
制
〟

　

地
方
財
政
制
度
の
究
極
的
な
改
革
と
し

て
、
も
う
一
つ
の
大
掛
か
り
な
選
択
肢
が

あ
る
。
わ
が
国
が
現
行
の
中
央
集
権
的
な

制
度
か
ら
完
全
に
脱
却
し
て
、
中
央
政
府

の
権
能
は
安
全
保
障
、
外
交
、
通
貨
、
金

融
と
い
っ
た
必
要
最
小
限
の
分
野
に
と
ど

め
、
他
の
大
多
数
の
政
策
分
野
に
関
し
て

は
、
国
の
権
限
と
財
源
を
大
幅
に
州
政
府

に
移
す
、〝
連
邦
制
〟
な
い
し
〝
道
州
制
〟

に
移
行
す
る
こ
と
も
、
十
分
に
あ
り
得
る

選
択
肢
な
の
で
は
な
い
か
。

　

わ
が
国
が
現
状
よ
り
は
る
か
に
厳
し
い

財
政
制
約
に
直
面
し
た
と
き
、
限
ら
れ
た

歳
出
を
ど
の
分
野
に
よ
り
多
く
振
り
向
け

る
の
か
。
そ
の
優
先
順
位
は
地
方
ご
と
に

異
な
る
こ
と
が
十
分
に
あ
り
得
る
。
国
全

体
と
し
て
何
ら
か
の
財
政
調
整
機
能
を
設

け
る
必
要
は
あ
る
も
の
の
、
財
政
運
営
上

の
自
主
性
を
尊
重
し
た
上
で
、
中
央
政
府

に
対
す
る
〝
甘
え
〟
を
排
し
、
各
州
政
府

が
健
全
な
財
政
運
営
と
成
長
志
向
の
経
済

政
策
を
競
い
合
う
よ
う
に
な
れ
ば
、
地
方

間
で
よ
い
意
味
で
の
競
争
が
生
ま
れ
、
地

域
活
性
化
に
も
資
す
る
と
考
え
ら
れ
よ
う
。

　

こ
の
よ
う
に
、
人
口
減
少
時
代
に
お
い

て
、
地
方
財
政
制
度
を
身
の
丈
に
合
っ
た

も
の
に
改
革
し
て
い
く
上
で
は
、
幾
つ
か

の
選
択
肢
が
あ
る
。
す
で
に
金
利
上
昇
局

面
に
入
っ
て
い
る
今
、
残
さ
れ
た
時
間
的

余
裕
は
あ
ま
り
な
い
。
今
後
は
私
た
ち
一

人
一
人
が
ま
ず
、
国
全
体
の
財
政
運
営
の

厳
し
さ
と
、
地
方
財
政
運
営
の
実
情
や
現

行
制
度
の
問
題
点
、
課
題
を
よ
く
理
解
し

た
上
で
、
地
方
財
政
制
度
を
ど
の
よ
う
に

改
革
し
て
い
っ
た
ら
よ
い
の
か
、
早
急
に

国
全
体
と
し
て
議
論
を
尽
く
し
、
コ
ン
セ

ン
サ
ス
を
得
た
上
で
、
実
行
に
移
し
て
い

く
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
る
と
い
え
よ
う
。
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住民税控除額（左軸） 控除適用者数（右軸）
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〈図表9〉ふるさと納税にかかる住民税控除額と控除適用者数の推移

（出所）総務省自治税務局市町村税課「ふるさと納税に関する現況調査結果」
2024年8月2日を基に日本総合研究所作成


